
貸   借   対   照   表
（平成１７年３月３１日現在）

  (単位：百万円)

（ 資 産 の 部 ） 233,760 （ 負 債 の 部 ） 208,374
 流  動  資  産 104,917  流  動  負  債 114,705
現 金 預 金 10,116 9,512
受 取 手 形 5,382 36,996
作 業 未 収 入 金 69,019 50,583
未 成 作 業 支 出 金 12,812 3,000
販 売 用 不 動 産 869 900
貯 蔵 品 929 3,534
前 払 費 用 411 486
短 期 貸 付 金 36 2,050
未 収 入 金 2,006 4,599
繰 延 税 金 資 産 1,264 2,453
そ の 他 2,535 588
貸 倒 引 当 金 △       468

 固  定  資  産 128,843  固  定  負  債 93,669
有 形 固 定 資 産 74,542 42,324
建 物 25,671 1
構 築 物 1,163 44,439
機 械 装 置 4,106 361
船 舶 579 6,542
車 両 運 搬 具 511
工 具 器 具 備 品 705 （ 資 本 の 部 ） 25,386
土 地 41,492  資    本    金 18,318
建 設 仮 勘 定 311 18,318
無 形 固 定 資 産 5,015
諸 権 利 1,422  資　本　剰　余　金 1,636
ソ フ ト ウ ェ ア 1,960 1,634
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 1,632 1
投資その他の資産 49,285 自 己 株 式 処 分 差 益 1
投 資 有 価 証 券 16,854
子 会 社 株 式 6,422  利　益　剰　余　金 4,946
子 会 社 出 資 金 303 85
長 期 貸 付 金 874 1,700
破 産 ・ 更 生 債 権 等 2,023 別 途 積 立 金 1,700
長 期 前 払 費 用 65 3,161
差 入 保 証 金 4,710
繰 延 税 金 資 産 17,306  土地再評価差額金 △   2,315
そ の 他 2,890  株式等評価差額金 2,965
貸 倒 引 当 金 △     2,166  自  己  株  式 △       165

  233,760     合        計 233,760
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損    益    計    算    書
自  平成１６年４月　１日
 至  平成１７年３月３１日

   （単位：百万円）

 営  業  収  益

作 業 収 入 294,154

 営  業  費  用

作 業 原 価 275,175
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,933 285,109

営 業 利 益 9,045

 営 業 外 収 益

受 取 利 息 15
受 取 配 当 金 853
賃 貸 料 253
そ の 他 の 収 益 327 1,449

 営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,732
そ の 他 の 費 用 659 2,392

経 常 利 益 8,102

特  別  利  益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 126 126

特  別  損  失
減 損 損 失 2,645
固 定 資 産 売 廃 却 損 498
た な 卸 資 産 評 価 損 215
投 資 有 価 証 券 評 価 損 38 3,397

税 引 前 当 期 純 利 益 4,831
法人税、住民税及び事業税 3,350
法 人 税 等 調 整 額 △ 808 2,542

当 期 純 利 益 2,289
前 期 繰 越 利 益 1,011
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △ 138

当 期 未 処 分 利 益 3,161
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 注    記    事    項

  重 要 な 会 計 方 針  

     貸借対照表、損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則および手続は、次のとおり

   であります。

      １．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

（２）その他有価証券
      ①時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理
  し、売却原価は移動平均法により算定）

      ②時価のないもの 移動平均法による原価法

      ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

      ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）未成作業支出金 個別法による原価法

（２）販売用不動産 個別法による原価法

（３）貯   蔵   品 先入先出法による原価法

      ４．リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

      ５．固定資産の減価償却の方法

（１）有 形 固 定 資 産

      ①建      物 定   額   法

      ②その他の有形固定資産 定   率   法

      なお、主な耐用年数は、建物１５年～５０年、機械装置７年～１７年となっております。

（２）無 形 固 定 資 産 定   額   法

      なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）で
    償却しております。

      ６．重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
    懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
    ております。

（２）完成工事補償引当金

      完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上して
    おります。

（３）退職給付引当金

      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額
    に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上しております。
　　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数によ
　　る定額法により按分した額を費用処理しております。
      数理計算上の差異については、各営業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
    一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌営業年度から費用処理し
    ております。
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（４）役員退職慰労引当金

      役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
    上しております。

      ７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
 処理しております。

      ８．ヘッジ会計の方法

（１）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

      繰延ヘッジ処理によっております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

      ①ヘッジ手段  金利スワップ取引
      ②ヘッジ対象  借入金

（３）ヘッジ方針

      当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」に基づき、金利変動リスクを
    ヘッジしております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法

      比較分析によっております。

      ９．消費税等の会計処理の方法

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　１０.固定資産の減損に係る会計基準
　　当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
　する意見書」(企業会計審議会　平成14年８月９日))および「固定資産の減損に係る会計基
　準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）
　を適用しております。
　　これにより、税引前当期純利益が、２,６４５百万円減少しております。
　　なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額から直接控除しております。

  貸 借 対 照 表 関 係  

      １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２．子会社に対する金銭債権債務

（１）短期金銭債権   ３,１５６百万円

（２）長期金銭債権      ４９０百万円

（３）短期金銭債務 １３,１０９百万円

（４）長期金銭債務         － 百万円

      ３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、トラック・フォークリフト等の車両運搬具の一部に
        ついては、リース契約により使用しております。

      ４．流動負債のその他には、完成工事補償引当金２６百万円が含まれております。

      ５．役員退職慰労引当金に含まれる役員の期末要支給額３０９百万円は、商法施行規則第４３条
        に規定する引当金であります。
       
      ６．有形固定資産の減価償却累計額          ８７,９４８百万円

      ７．担保に供している資産

（１）有形固定資産           ４３,０２５百万円

（２）投資有価証券      ２,５６１百万円

    　８．保  証  債  務    ７,０６３百万円
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    　９．当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業
        用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
        係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と
        して資本の部に計上しております。

 ・再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月31日公布政令
第119号）第2条第4号に定める「地価税法」第16条に規定する地価
税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために、国
税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整
を行って算出しております。

 ・再評価を行った年月日           平成１４年３月３１日

 ・再評価を行った当該事業用土地の期末に　　　　

 　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 △７,２３０百万円

    １０．借入コミットメントライン

  当社は、資金調達力の強化および有利子負債圧縮を目的に、総額 35,000百万円のコミット
メントライン契約（主幹事銀行 株式会社みずほコーポレート銀行  他参加銀行12行）を締結
しております。

　コミットメントラインの総額 ３５,０００百万円
  当期末における借入実行残高 １２,２５０百万円
　　　差　引　額 ２２,７５０百万円

    １１．商法施行規則第１２４条第３号に規定する配当制限

  資産の時価評価により増加した純資産額    　６４９百万円

  損 益 計 算 書 関 係  

      １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２．子会社との取引高の総額

（１）売   上   高 １０,８４０百万円

（２）仕   入   高 ５５,７７３百万円

（３）営業取引以外の取引高    　７９６百万円

    　３．１株当たり当期純利益      ８.１２円

  そ の 他 注 記 事 項 

      １．退職給付に関する事項

（１）退職給付制度の概要

       退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、確定給付企業年金（規約型企業年金）に

　　加入しております。

（２）退職給付債務に関する事項

      ①退職給付債務 △ ５６,１２３百万円
      ②年金資産残高   ６,５５８百万円

      ③数理計算上の差異の未処理額 　７,４９４百万円

      ④過去勤務債務の未処理額(債務の減額） △ 　２,３６９百万円

      ⑤退職給付引当金 △ ４４,４３９百万円
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（３）退職給付費用に関する事項

      ①勤務費用   ２,５７２百万円
      ②利息費用   １,０７０百万円
      ③期待運用収益  　  　―  百万円
      ④数理計算上の差異の費用処理額      ８２２百万円
      ⑤過去勤務債務の費用処理額(費用の減額） △   ２３３百万円

小計   ４,２３１百万円
      ⑥割増退職金等      ６７２百万円

      ⑦退職給付費用合計   ４,９０４百万円

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

      ①割引率 １．９％

      ②期待運用収益率 ０．０％

      ③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

      ④過去勤務債務の額の処理年数 １２年（定額法）

      ⑤数理計算上の差異の処理年数 １２年（定額法）

      ２．税効果会計に関する事項

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  繰 延 税 金 資 産
      ①退職給付引当金 １７,７３２百万円
      ②固定資産 減損損失   　 ８８０百万円
      ③有価証券評価損   　 ７２９百万円
      ④貸倒引当金繰入限度超過額   　 ５９９百万円
      ⑤たな卸資産評価損   　 ５９６百万円
      ⑥そ  　の　  他   １,２８２百万円
  繰 延 税 金 資 産 小 計 ２１,８１８百万円
  評 価 性 引 当 額 △   １,２２９百万円
  繰 延 税 金 資 産 合 計 ２０,５８９百万円

  繰 延 税 金 負 債 合 計 △   ２,０１８百万円

  繰 延 税 金 資 産 純 額 １８,５７０百万円

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳

　法　定　実　効　税　率 ４０．５ ％

　　（　調　整　）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 ４．７ ％
　固定資産　減損損失 ４．５ ％
　住民税均等割額 　４. ２ ％
　設備投資税額控除 △　０．９ ％
　そ　　の　　他 　△　０．４ ％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５２．６ ％
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